
 

 

令和 7年度 大熊町社会福祉協議会 事業計画 

 

 

 

わが国においては、少子高齢社会が進むにつれ、高齢者が増加する一方、働き手の減少

が顕著となり、地域で安心して生活するために、特に医療、介護、福祉の分野に対する充実

強化が求められております。 

併せて、困窮者や一人暮らし世帯が増加している中、人間関係や地域とのつながりに関

心の少ない層が増えていることにより、地域での世話人や気づき合いの機会が少なくなり、こ

れまで出来ていたお互い様の精神や孤立・孤独の早期発見が困難な状況が深刻化しつつ

あります。 

こうした現状を克服するため、国では「地域共生社会」の実現を掲げ、誰もが役割と生きが

いを持ち、互いに支え合える地域社会づくりを目指そうとしております。 

社会福祉協議会は、地域における支え合いの仕組み作りを住民と共に進めていく組織で

あります。本会としても、町内や避難先いずれの場所においても、町民それぞれがその人らし

く生活できるよう、助け合い、支え合いの関係を築けるよう努めていかなければなりません。 

町民についても、帰還した人、避難先で生活を続けている人、移住定住先として町内で生

活している人など様々な人がおられます。長年築き上げてきたお互い様の精神や支え合い

の仕組み作りも一から始め、長い年月をかけて地域の一員としての意識作りから進めていくこ

ととなります。 

「気にかけ合える」、「関わり合える」、「支え合える」、こうした人との繋がりそのものがセーフ

ティネットの基礎であり、緊急時や災害時にも発揮されるものと考えます。 

また、本年度は平成 23 年 3 月 11 日に発生した東日本大震災および東電福島第一原子

力発電所事故による全町民避難から 15年目を迎える年度となり、国が示す第二次復興創生

期間の最終年度に当たります。 

本会が取り組んでいる事業についても、改めて必要性、効果性、優先性などを踏まえ、課

題を明確化して組織・事業の強化・見直しを行い、地域福祉の中心的な担い手として役割を

果たせるよう、組織強化とコンプライアンスを含めた職員の資質向上に努めて参ります。 

 

 

〇重点的な取組 

Ⅰ 組織体制の基盤強化  

Ⅱ 住民ニーズに基づく福祉活動の推進  

Ⅲ 連携協働による地域支援の推進  

Ⅳ 社協活動の報告・啓発・情報提供の充実 

Ⅴ 災害時対応体制の整備 

Ⅵ その他の事業活動 

 

 

 



 

 

Ⅰ．組織体制の基盤強化 

全国社会福祉協議会の基本要項改訂に当たり、本会の基本理念・基本目標を見直す

こととする。併せて、地域福祉活動計画を具現化していくため、中期経営計画を 2か年で

策定できるよう役職員全員で取組むこととする。 

1、基盤強化への取組み 

（1）法人の基本要項等および中期経営計画策定の取組み 

全社協の基本要項改訂に併せ、社会環境や長期的なビジョンを見据えた基本要項

等づくりに取り組む。また、地域福祉活動計画を具現化するため、職員を中心とした

作業部会において、中期経営計画を令和 8年度中に策定できるよう取り組む。 

（2）法令遵守規程に基づき、職員への教育及び啓発活動を継続し、浸透を図る。 

（3）少子高齢社会により、労働人口の減少が進行することから、職員定着および育成に  

係る取組は必要不可欠である。そのため、中期経営計画に中長期的な研修計画、

資格取得推進など資質向上の仕組みを反映させる。また、情勢の変化に合わせて

適正な人員配置を進めていく。 

（4）事業の実施状況や検証を図るため評価方法を設定し、事業の質的向上に反映させ

る仕組みを整備していく。 

（5）公的補助金や受託事業を確保し、適正・的確な事業運営を図り、長期的に安定した 

事業経営を目指す。また、基金運営管理委員会において、基金及び積立金の有効

活用を図る。 

 

2、法人運営事業 

 法人運営を適切に行うために会議および各種委員会を開催する。 

（1）理事会、評議員会の開催 

法人運営を適切に行うため、理事会 5回、評議員 3回を予定する。 

なお、令和 7 年度は役員及び評議員の一斉改選の年度に当たることから、法令に則

った選任及び手続に努める。 

（2）監事監査によるを 2回実施する。 

（3）各種委員会を適時開催する。 

（4）業務運営会議を毎月開催し、本会の日常的な業務や課題などの検討および改善、並

びに事業計画の着実な進捗を図る。 

（5）職員全員による全体会議を年２回開催し、各事務所で行われている業務運営の共有           

化を図ると共に、組織として連帯感の醸成を図る。 

（6）苦情解決委員会 

本会の各種事業の苦情等については、苦情解決委員会（第三者機関）よる精査・提言

内容を受け、事業改善および職員の資質向上につなげていく。併せて、広報紙などを

活用し、本制度の周知及び理解を図る。 

 

 

 

 



 

 

Ⅱ．住民ニーズに基づく福祉活動の推進 

1、住民の権利擁護 

（1）日常生活自立支援事業（あんしんサポート） 

高齢や障がい等によって、判断能力が十分でなくなっている人が地域で安心して 

暮らせるよう、利用者の支援計画に基づき、担当職員が定期的な訪問を行い、関係

機関と連携し、福祉サービス利用を軸に日常的な金銭管理サービスや書類等の預

かりサービスを行う。 

なお、利用料は 1時間 1,200円（超過分の加算あり。生活保護世帯は免除） 

併せて、町内の社会基盤や町民の状況を見据え、成年後見（法人後見）の調査研

究に努め、行政（関係団体）と連携して体制整備を進める。 

[活動計画では、課題 1／（5）権利擁護支援の推進] 

 

 2、地域福祉支援事業 

（1）町民交流事業 

地域のつながりを再構築するために、絆を深める機会づくりとして交流会を開催する。 

天保そば交流会や体力測定会などを開催し、町民の集える機会づくりを推進する。 

[活動計画では、課題 2／居場所づくり・交流活動の推進] 

  

(２)避難者支援事業 

避難先における町民のつながりを維持するために、幅広い世代が絆を深める機会づく

りとしてニュースポーツ交流会を開催する。 

開催に当たっては、各コミュニティ団体と連携を図り、町民の自主性、活性化を推進す

る。 

[活動計画では、課題 2／居場所づくり・交流活動の促進] 

 

(３)在宅福祉サービス事業および高齢者等サポート拠点事業 

①外出支援サービス事業 

介護 2 以上や障がい等を持つ人に対し、医療機関の通院送迎（月 2 回以内）を行う。 

利用範囲は、当該市町村内。ただし、町内はいわき市から南相馬市の範囲とする。 

（実施地域として、町内、いわき市、会津若松市および郡山市） 

②配食サービス事業 

概ね 65歳以上の高齢者等に対し、見守り・安否確認を兼ねた昼食時の弁当配達を   

行う。利用は週 5回まで可能。ただし、町内については平日のみ対応する。 

なお、利用に際しては 1食 200円を自己負担とする。 

（実施地域として、町内、いわき市、会津若松市、中通り地区[郡山市、福島市] 

および南相馬市内） 

[活動計画では、課題 1／（4）福祉サービスの充実] 

 

 

 



 

 

(４)生活援助資金貸付事業 

低所得世帯を対象とし、一時的な生活費として、または直近の収入までのつなぎ資金

として貸付を行い、当面の生計維持と安定を図る。 

貸付額は、1世帯当たり 50,000円以内（無利子）で、据え置き期間後 10か月以内の   

償還としている。なお、貸付に当たっては、他からの資金融通が得られず、対象者が   

貸し付けを受けることで、独立自活が望まれる者であることを要件としている。 

併せて、福島県社協が所管する生活福祉資金貸付事業も実施する。 

 

Ⅲ 連携協働による地域支援の推進  

（１）生活支援体制整備事業 

高齢者が地域で安心して暮らせるよう、地域包括ケアシステムの基盤づくりを推進す 

るため、生活支援コーディネーターを配置し、町内における生活課題の調査分析や社

会資源の発掘に努める。 

課題解決に向け、制度にとらわれない各種取組みの実証化（試験的）を進め、地域 

の課題を共有し、解決に向けた話し合いの場として協議体の充実強化を図る。 

[活動計画では、課題 1／（3）地域で困りごとを解決できる仕組みづくり、（4）福祉サービスの充実] 

 

(２)生活支援相談員配置事業 

町内および避難先において、これまでの地域とのつながりを維持し、居住する地域で

安心・安全な生活を送れること、並びに孤独・孤立防止を図るため、個別支援及び地

域支援の活動を関係機関（団体）と連携し実施する。 

①  個別支援としては、生活支援相談員を配置し、支援を必要とする町民に対して重

点的に見守り活動を行い、日常の安否確認、状況悪化や不測事態の早期発見を目

指す。発見の際には関係機関（団体）へつなぎ適切に対処する。 

② 地域支援としては、避難先の復興公営住宅に居住する町民が地域の一員として生

活できるよう、日常的に居住者同士で気にかけ合える意識づくり（向こう三軒両隣

の関係性）や地域との繋がり構築のため活動する。 

なお、いわき市および郡山市においては、当該市社協と郡内の各社協において連

携センタ－を運営し、町村の枠に捉われない取組を継続していく。 

＜重点的な取組の 4に該当＞ 

[活動計画では、課題１／（１）情報提供及び相談支援体制の強化] 

③ サロン活動について＜※町内は高齢者等サポート事業で対応＞ 

町内においては、町民の孤立防止、生きがいづくりなどを支援するため、健康増進

の取組みを軸に定期的なサロン開催を行う。 

避難先においては、避難者地域支援コーディネーター及び避難先社協・双葉郡内  

社協と連携し、町村の垣根を超えた市町村横断型サロンを復興公営住宅で開催し

地域の一員としての醸成を図る。 

[活動計画では、課題１／（２）健康支援・介護予防の推進] 

 

 



 

 

Ⅳ．社協活動の報告・啓発・情報提供の充実 

 1、社協活動の情報提供 

（１）広報紙やホームページ等を通じた情報提供を継続する。 

（２）広報編集委員会を定期的に開催し、広報紙編集を行うとともに、紙面内容や情報発 

信のあり方を検討する。 

 [活動計画では、課題 1／（1）情報提供及び相談支援体制の強化] 

 

Ⅴ 災害時対応体制の整備 

(１)ボランティア活動事業 

住民同士の支え合いの仕組み作りの一環として、ボランティア活動の普及、育成およ

び活動支援を図るため、講座や研修会を開催する。併せて、町内においてボランティ

ア活動が円滑に展開できるよう、ボランティアセンターを立上げ支えあい活動の充実強

化を図る。 

近年の自然災害発生の多発を踏まえ、発生時の対応について災害時ボランティアセ

ンターの設置要綱を作成し、関係機関（団体）と連携し、体制づくりを進める。 

[活動計画では、課題 2／（2）地域の人づくりの推進] 

 

Ⅵ.その他の事業活動 

（１）各種福祉団体に対する支援 

社協が事務局を担う福祉関係団体（民生児童委員協議会、老人クラブ連合会および

遺族会）に対する運営支援を行い、団体の活動促進、組織の維持及び活性化を図

る。 

町内において、各団体が活動再開を行い、自主性を持ち持続可能性のある団体にな

るよう支援していく。 

[活動計画では、課題２／（２）地域の人づくりの推進] 

 

(２)共同募金配分事業 

地域における身近な福祉活動を行うための資金として、赤い羽根共同募金運動およ

び歳末たすけあい募金を幅広い層に呼びかけ資金募集を行う。 

なお、本事業の主旨や募金の使途について、広報紙等を活用し周知及び理解に努め

る。 

 

（３）日本赤十字社事業 

赤十字の理念の普及や日赤の取組み事業の支援協力を図る。 

自然災害時の被災者に対する義援金募集活動、及び日赤社員増強運動に対する協

力を推進する。 

 

  



 

 

 Ⅰ組織体制の基盤強化 Ⅱ社協活動の報告・啓発・情報提供の充実 Ⅲ住民ニーズに基づく福祉活動の推進 Ⅳ連携協働による地域支援の推進 Ⅴ災害時対応体制の強化 

１－１． 

法人運営 

・基本要項等の改訂 

・理事会等の運営 

・広報紙発行 

・ホームページ等運用 

・あんしんサポートの実施   

１－２． 

地域福祉支援事業 

  ・（体制整備）町内における実

証的な取り組み推進 

・（体制整備）協議体の開催 

・（交流事業）交流会等を通じ

た住民のつながり構築 

 

１－３． 

避難者支援事業 

   ・いわき市内交流会を通じた

住民のつながり構築 

 

１－４． 

在宅福祉サービス事業 

  ・配食及び外出支援サービス

の実施 

  

１－５． 

ボランティア活動事業 

  ・町内ボランティア活動普及

のための研修等の開催 

・生活支援ボランティアセン

ターの立ち上げ 

・関係機関との連携による災

害ボランティアセンターの

立ち上げ 

１－６． 

共同募金配分金事業 

 ・赤い羽根共同募金を通じた

社協活動の普及 

   

１－７． 

生活援助資金貸付事 業 

  ・困窮者支援の各種事業（貸

付、食料支給）の実施 

  

２－１． 

高齢者等サポート拠点管理 

  ・総合相談事業、配食及び外出

支援サービスの実施 

・町内サロン開催を通じた住

民のつながり構築 

 

２－２． 

生活支援相談員配置事業 

  ・訪問等による見守り活動の

実施 

・いわき市および郡山市内に

おける避難者支援連携セン

ターへの参画 

・避難先地域サロン事業を通

じたコミュニティ支援 

・発災時の安否確認 

・緊急連絡カードの更新等 

 


